
 

 

 

安田女子大学学則 

 

 

第１章 目的 

（目的） 

第１条 安田女子大学（以下「本学」という。）は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）及び学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）の精神に則り、女子に広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を養

い、もって文化の向上に寄与する人格円満な女子を育成することを目的とする。 

（自己評価及び教育内容等の改善のための組織等） 

第１条の２ 本学は、前条の目的を達成するため、大学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結

果を公表するとともに、教育の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする。 

２ 前項の点検及び評価並びに教育の内容及び方法の改善を図るために必要な事項は、別に定める。 

（情報の積極的な公表） 

第１条の３ 本学は、教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって、積極的

に情報を公表するものとする。 

 

第２章 学部及び大学院組織 

（学部・学科） 

第２条 本学に、次の学部及び学科を置く。 

  文学部      日本文学科 

           書道学科 

           英語英米文学科 

  教育学部     児童教育学科 

  心理学部     現代心理学科 

           ビジネス心理学科 

  現代ビジネス学部 現代ビジネス学科 

           国際観光ビジネス学科 

           公共経営学科 

  家政学部     生活デザイン学科 

           管理栄養学科 

造形デザイン学科 

  薬学部      薬学科 

  看護学部     看護学科 

２ 学部及び学科ごとの目的に関し必要な事項は、別に定める。 

（大学院） 

第２条の２ 本学に、大学院を置く。 

２ 大学院学則は、別に定める。 

 

   第３章  教育課程 

（教育課程） 

第３条 本学の教育課程は、別表第１のとおりとし、これを４年間に配当して教授する。ただし、薬学部にあっては、６年間に配

当して教授する。 

 

第４章  修業年限、学年、学期、授業期間及び休業日 

（修業年限） 



 

 

第４条 本学の修業年限は、４年とする。ただし、薬学部にあっては、６年とする。 

２ 在学期間は、６年を超えることができない。ただし、薬学部にあっては、９年を超えることができない。 

（学年） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第６条 学年を分けて次の２期とする。 

  前期  ４月１日から９月１９日まで 

  後期  ９月２０日から翌年３月３１日まで 

（１年間の授業期間） 

第６条の２ １年間の授業を行う期間は、３５週にわたることを原則とする。 

（休業日） 

第７条 授業を行わない日（以下「休業日」という。）は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、学長が必要と認めたときは、

休業日を臨時に変更し、又は臨時の休業日を定めることができる。 

  (1)  国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(2)  日曜日 

  (3)  夏季休業 ８月１日から９月１９日まで 

  (4)  冬季休業 １２月２４日から翌年１月７日まで 

(5)  学年末休業 ２月１日から３月３１日まで 

 

   第５章 履修方法、免許・資格、単位の基準及び単位認定 

（履修方法） 

第８条 学生（薬学部の学生を除く。）は、次の各号の規定に従い４年以上にわたって所定科目を履修し、卒業単位１２８単位以上を

修得しなければならない。 

  (1) 特別科目    ４単位 

 (2) 共通教育科目 ３２単位以上 

  (3) 専門教育科目 ９２単位以上 

２ 薬学部の学生は、次の各号の規定に従い６年以上にわたって所定科目を履修し、卒業単位１９７単位以上を修得しなければな

らない。 

(1) 特別科目     ４単位 

 (2) 共通教育科目  ３２単位以上 

(3) 専門教育科目 １６１単位以上 

（免許・資格） 

第８条の２ 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及び同法施行

規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の規定に基づき本学で取得できる教員の免許状の種類は、次の表のとおりとする。 

 

学  部 学  科 免許状の種類 免許教科

文学部 日本文学科 

 

中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

 国 語 

 国 語 

 書 道 

書道学科 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

国 語 

 国 語 

 書 道 

英語英米文学科 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

 英 語 

 英 語 

教育学部 児童教育学科 小学校教諭一種免許状 

幼稚園教諭一種免許状 

 

 



 

 

心理学部 現代心理学科 養護教諭一種免許状   

家政学部 生活デザイン学科 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

 家 庭 

 家 庭 

管理栄養学科 中学校教諭一種免許状 

高等学校教諭一種免許状 

栄養教諭一種免許状 

 家 庭 

 家 庭 

 

３ 司書の資格を取得しようとする者は、図書館法（昭和２５年法律第１１８号）及び同法施行規則（昭和２５年文部省令第２７

号）に定める単位を修得しなければならない。 

４ 司書教諭の資格を取得しようとする者は、学校図書館法（昭和２８年法律第１８５号）及び学校図書館司書教諭講習規程（昭

和２９年文部省令第２１号）に定める単位を修得しなければならない。 

５ 学芸員の資格を取得しようとする者は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）及び同法施行規則（昭和３０年文部省令第２

４号）に定める単位を修得しなければならない。 

６ 保育士の資格を取得しようとする者は、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）及び同法施行規則（昭和２３年厚生省

令第１１号）に定める単位を修得しなければならない。 

７ 建築士の受験資格を取得しようとする者は、建築士法施行令（昭和２５年政令第２０１号）及び同法施行規則（昭和２５年建

設省令第３８号）に定める単位を修得しなければならない。 

８ 栄養士の資格を取得しようとする者は、栄養士法施行令（昭和２８年政令第２３１号）及び同法施行規則（昭和２３年厚生省

令第２号）に定める単位を修得しなければならない。  

９ 管理栄養士の受験資格を取得しようとする者は、栄養士法施行令（昭和２８年政令第２３１号）及び管理栄養士学校指定規則

（昭和４１年文部省・厚生省令第２号）に定める単位を修得しなければならない。  

１０ 食品衛生管理者及び食品衛生監視員の任用資格を取得しようとする者は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）及び同

法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）に基づく養成施設の指定基準に定める単位を修得しなければならない。 

１１ 薬剤師の国家試験受験資格を取得しようとする者は、薬剤師法（昭和３５年法律１４６号）、同法施行令（昭和３６年政令

第１３号）、同法施行規則（昭和３６年厚生省令第５号）及び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）における薬学の正規課程

を修得しなければならない。 

１２ 看護師の国家試験受験資格を取得しようとする者は、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）、同法施行令（昭

和２８年政令第３８６号）及び同法施行規則（昭和２５年厚生省令第３７号）に定める科目を履修し、所定の単位を修得しなけ

ればならない。 

１３ 保健師の国家試験受験資格を取得しようとする者は、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）、同法施行令（昭

和２８年政令第３８６号）及び同法施行規則（昭和２５年厚生省令第３７号）に定める科目を履修し、所定の単位を修得しなけ

ればならない。 

１４ 助産師の国家試験受験資格を取得しようとする者は、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）、同法施行

令（昭和２８年政令第３８６号）及び同法施行規則（昭和２５年厚生省令第３７号）に定める科目を履修し、所定の単位を修得

しなければならない。 

（単位の基準） 

第９条 第８条の単位の基準は、次のとおりとする。 

  (1) 講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

  (2) 演習については、３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目については、１５時間の授業をもっ

て１単位とする。 

(3) 実験、実習及び実技については、４５時間をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目については、３０時間の授業

をもって１単位とする。 

(4) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用により行う場合については、その組合せ

に応じ、前３号に規定する基準を考慮して学長が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を授

与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 



 

 

（１年次に入学した者の既修得単位等の認定） 

第９条の２ 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学において履修した授業科目について

修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本学における授業科目の履修により修得したとみなすことがで

きる。 

２ 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に短期大学又は高等専門学校の専攻科において行った学修その他

文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、３０単位を超えないものとする。 

４ １年次に入学した者の既修得単位の認定に関し必要な事項は、別に定める。 

（他の大学における授業科目の履修等） 

第９条の３ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学において履修した授業科目について修得した単位数を、３０単

位を超えない範囲で本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が外国の大学に留学する場合に準用する。 

３ 前２項に規定する授業科目の履修等に関し必要な事項は、別に定める。 

（単位認定） 

第１０条 単位修得の認定は、試験、論文又は報告書その他の方法によって行い、一つの授業科目を履修した者に対しては、所定

の単位を与える。 

２ 前項に関する細則は、別に定める。 

（履修科目の登録の上限） 

第１０条の２ 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべき単位数について、学

生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めることができる。 

２ 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

（学習評価） 

第１０条の３ 学習評価は、秀、優、良、可及び不可の評価をもってし、可以上を合格とし、不可は不合格とする。 

 

第６章  卒業及び学位 

（卒業） 

第１１条 第４条第１項に定める修業年限以上在学し、所定の授業科目を履修してその単位を修得した者には、当該学部の教授会

の意見を聴いて、学長が卒業を認定し、卒業証書・学位記を授与する。 

２ 本学に３年以上在学した者（薬学部を除く。）が、卒業に必要な所定の単位を優秀な成績で修得したと認める場合には、第４

条および第８条の規定にかかわらず、当該学部の教授会の意見を聴いて、学長が早期卒業を認定し、卒業証書・学位記を授与す

ることができる。 

３ 前項の早期卒業に関する規定は、別に定める。 

（学位の授与） 

第１２条 本学を卒業した者には、学士の学位を授与する。 

２ 学士の学位の授与については、別に定める。 

 

   第７章 収容定員 

（収容定員） 

第１３条 学生の収容定員は、次の表のとおりとする。 

学  部 学 科 入学定員 編入学定員 収容定員 

文学部 日本文学科 ９０名 １名(第３年次)  ３６２名 

書道学科 ３０名 １名(第３年次)  １２２名 

英語英米文学科 １１０名 ２名(第３年次)  ４４４名 

教育学部 児童教育学科 １５０名 ３名(第３年次)  ６０６名 

心理学部 現代心理学科 ９０名 １名(第３年次)  ３６２名 

ビジネス心理学科 ６０名 １名(第３年次)  ２４２名 



 

 

現代ビジネス学部 現代ビジネス学科 ９０名 １名(第３年次)  ３６２名 

国際観光ビジネス学科 ９０名 １名(第３年次)  ３６２名 

公共経営学科 ６０名 １名(第３年次)   ２４２名 

家政学部 生活デザイン学科 １６０名 ２名(第３年次)  ６４４名 

管理栄養学科 １２０名 ―   ４８０名 

造形デザイン学科 ７５名 ―  ３００名 

薬学部 
薬学科 １００名 

２名(第３年次)

２名(第４年次)
 ６１４名 

看護学部 看護学科 １２０名 ― ４８０名 

    計 ― １，３４５名
１６名(第３年次)

２名(第４年次)
５，６２２名 

 

第８章 入学、休学、復学、退学、転学、転学部、転学科、再入学、編入学、留学及び除籍 

（入学時期） 

第１４条 入学時期は、学年の始めとする。 

（入学資格及び入学願） 

第１５条 本学に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する女子で、かつ、本学の入学者選抜試験に合格したも

のとする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者を

含む。） 

(3) 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５０条の規定により高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認められる者 

２ 前項第３号の入学資格に関し必要な事項は、別に定める。 

３ 本学に入学を志願する者は、所定の期日までに所定の手続をしなければならない。 

（入学手続）  

第１６条 本学が行う入学者選抜試験に合格した者は、別に定めるところにより、入学の手続をしなければならない。 

（入学許可） 

第１６条の２ 入学手続を完了した者に対して、学長は入学を許可する。 

２ 入学を許可された者は、誓約書等所定の書類を提出しなければならない。 

（休学） 

第１７条 学生は、疾病その他の理由により２ケ月以上学習することができない場合は、事由を具して学長に願い出て、その許可

を得て、当該学期又は学年の終りまで休学することができる。ただし、疾病の場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

２ 疾病その他の事由によって学習することが不適当と認められる場合は、学長は休学を命ずることがある。 

第１７条の２ 休学期間は、通算して２年を超えることはできない。 

２ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

（復学） 

第１７条の３ 学生は、休学期間満了の場合又は休学期間中であってもその事由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学するこ

とができる。ただし、疾病による事由により休学した者が復学しようとする場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

 （転学部及び転学科） 

第１７条の３の２ 学生が他の学部に転学部又は同一学部の他の学科に転学科の志願をしようとするときは、事由を具して学長に

願い出て、その許可を受けなければならない。 

２ 転学部及び転学科に関する規定は、別に定める。 

（退学及び転学） 

第１７条の４ 学生が退学又は他の大学に転学しようとするときは、その事由を具して学長に願い出て、その許可を受けなければ

ならない。 

（再入学） 



 

 

第１７条の５ 前条の規定により本学を退学した者又は第１７条の８第１項第２号若しくは第３号の規定により本学を除籍された

者が、同一学科に再入学を願い出たときは、学長は入学を許可することがある。 

２ 再入学の手続等に関し必要な事項は、別に定める。 

（編入学） 

第１７条の６ 本学に編入学を希望する者があるときは、選考により第３年次（薬学部にあっては、第３年次又は第４年次）への

編入学を許可することができる。 

２ 編入学に関する規定は、別に定める。 

（留学） 

第１７条の７ 外国の大学で学修することを志願する者は、学長の許可を得て留学することができる。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第４条第１項に定める修業年限に含めることができる。 

３ 留学に関する規定は、別に定める。 

（除籍） 

第１７条の８ 学生が次の各号のいずれかに該当するときは、学長はこれを除籍することがある。 

(1) 第４条第２項に定める在学期間を経過しても、なお卒業の認定が得られない者 

  (2) 第１７条の２に定める休学期間を超えた者 

  (3) 授業料その他諸納付金の納入を怠り、督促を受けてもなお納入しない者 

２ 前項第３号に規定する授業料等の未納者に係る除籍手続に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第９章 賞罰 

（表彰） 

第１８条 学長は、必要と認めたときは、教授会の意見を聴いて学生を表彰する。 

（懲戒） 

第１９条 学長は、学生が本学の学則その他の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があったときは、教授会の意見

を聴いてこれを懲戒する。 

２ 懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３ 前項に規定する退学は、次の各号のいずれかに該当する場合に行う。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力劣等で、成業の見込みがないと認められる者 

(3) 正当の理由がなくて出席常でない者 

(4) 学内の秩序を著しく乱した者 

(5) 学生の本分に著しく反した者 

４ 前３項に規定する懲戒の処分の手続に関し必要な事項は、別に定める。 

第１９条の２ 削除 

第１９条の３ 削除 

 

第１０章 科目等履修生、委託生、研究生、外国人学生及び特別聴講学生 

（科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生） 

第２０条 本学に科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生を入学させることがある。 

２ 前項に関する規定は、別にこれを定める。 

第２０条の２ 第１７条の８、第１９条及び第１９条の２の規定は、科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生に準用する。 

２ 削除 

（特別聴講学生） 

第２０条の３ 他の大学又は短期大学との協議に基づき、当該大学又は短期大学の学生に授業科目の履修を認めることができる。 

２ 前項の規定により、授業科目の履修を認められた学生は、特別聴講学生と称する。 

３ 特別聴講学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

  第１１章 授業料等諸納付金 



 

 

（授業料等諸納付金） 

第２１条 本学における入学検定料、入学料及び授業料並びに施設設備費の額は、別表第２に定めるとおりとし、それぞれ所定の

期日までに納入しなければならない。 

２ 教育実習等に関する諸経費は、別に定めるところにより徴収する。 

３ 既に納めた納付金は、理由の如何にかかわらず、一切これを返還しない。 

４ 休学した者の授業料及び諸納付金は、免除する。ただし、別に定める在籍料を納入しなければならない。 

５ 退学を許可された者又は転学を許可された者は、その期の授業料及び諸納付金を納入しなければならない。 

６ 停学を命ぜられた者は、その期間中の授業料及び諸納付金を納入しなければならない。 

７ 薬学部薬学科の学生で、学力優秀なものに対して、授業料の全部又は一部を免除することができる。 

（納付金の納付方法） 

第２２条 授業料等諸納付金の納入に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第１２章  職員組織 

（職員） 

第２３条 本学に、次の職員を置く。 

 学長、学部長、教授、准教授、講師、助教、助手、教務職員、事務職員、技術職員、その他の職員 

２ 本学に、必要に応じ、次の職員を置くことができる。 

 副学長、学長補佐 

３ その他必要な事項は、別に定める。 

（事務組織）  

第２４条 本学の事務組織については、別に定めるところによる。 

 

第１３章 教授会 

（大学教授会） 

第２５条 本学に、大学教授会を置く。 

２ 大学教授会は、学長が次の各号に掲げる全学的な事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(1) 学生の入学、卒業及び課程の修了に関する基本的な事項 

(2) 学位の授与に関する基本的な事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、大学教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定め 

るもの 

３ 大学教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する全学的な事項について審議し、及び学長の求

めに応じ、意見を述べることができる。 

４ 大学教授会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 学長 

(2) 本学の専任（特別専任を含む。）の教授 

５ 大学教授会には、学長が必要と認めたときは、准教授その他の職員を加えることができる。 

６ 大学教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

（学部教授会） 

第２５条の２ 本学の各学部に、学部教授会を置く。 

２ 学部教授会は、学長が次の各号に掲げる当該学部に関する事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(1) 学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項 

(2) 学位の授与に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、学部教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定め

るもの 

３ 学部教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び当該学部長（以下この項において「学長等」という。）がつかさどる教育

研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。 

４ 学部教授会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 学部長 



 

 

(2) 当該学部の専任（特別専任を含む。）の教授 

５ 学部教授会には、学部長が必要と認めたときは、准教授その他の職員を加えることができる。 

６ 学部教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

（代議員会等） 

第２６条 大学教授会は、その定めるところにより、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１４３条に規定され

た代議員会等（審議機関）を置くことができる。 

２ 大学教授会は、その定めるところにより、代議員会等の議決をもって、大学教授会の議決とすることができる。 

３ 代議員会等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第１４章  公開講座 

（公開講座）  

第２７条 本学において、公開講座を設けることがある。 

２ 前項の公開講座に関する規定は、別に定める。 

 

   第１５章  付属施設 

（付属図書館） 

第２８条 本学に、付属図書館を置く。 

２ 前項の付属図書館に関する規定は、別に定める。 

（付属研究所） 

第２８条の２ 本学に、次の付属研究所を置く。 

  実践教育研究所 

発達・臨床心理研究所 

２ 前項の付属研究所に関する規定は、別に定める。 

第２８条の３ 削除 

（付属薬用植物園） 

第２８条の４ 本学に、付属薬用植物園を置く。 

２ 前項の付属薬用植物園に関する規定は、別に定める。 

（付属学習支援センター） 

第２８条の５ 本学に、付属学習支援センターを置く。 

２ 前項の付属学習支援センターに関する規定は、別に定める。 

（付属教職センター） 

第２８条の５の２ 本学に、付属教職センターを置く。 

２ 前項の付属教職センターに関する規定は、別に定める。 

（付属保健センター） 

第２８条の６ 本学に、付属保健センターを置く。 

２ 前項の付属保健センターに関する規定は、別に定める。 

（付属幼稚園） 

第２９条 本学に、付属幼稚園を置く。 

２ 前項の付属幼稚園に関する規定は、別に定める。 

 

   第１６章  厚生施設 

（厚生施設） 

第３０条 本学に厚生施設を設け、学生及び職員の厚生を図る。 

２ 前項の厚生施設に関する規定は、別に定める。 

 

   第１７章  雑則 

（委任） 



 

 

第３１条 この学則の施行に関して必要な事項は、学長が別に定める。 

 

附 則 

この学則は、昭和４１年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４２年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４３年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４６年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４９年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５０年４月１日から施行し、昭和５０年度入学者から適用する。ただし、第１３条の文学部児童教育学科

にいう総定員数は昭和５０年度を初年度とし、昭和５３年度（完成時）における総定員数を示す。また、第２１条第１項第４号の

施設設備費については、昭和４９年度以前の入学者についても適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５１年４月１日から施行し、第２１条については昭和５１年度入学者から適用する。ただし、第１３条の

文学部日本文学科及び英米文学科にいう総定員数は、昭和５１年から入学定員増を行い、昭和５４年度以後における総定員数を示

す。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５５年４月１日から施行し、第２１条については昭和５５年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５６年４月１日から施行し、第２１条については昭和５６年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５７年４月１日から施行し、第２１条については昭和５７年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５８年４月１日から施行し、第２１条については昭和５８年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５８年４月１日から施行し、第３条別表２、英米文学科の教育課程については昭和５７年度入学者から適

用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、昭和５９年４月１日から施行し、第２条、第８条第２項、第１３条及び第３条別表２については昭和５７年

度入学者から適用する。 

２ この改正学則施行の際、現に在学する昭和５６年度入学者については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５９年４月１日から施行し、第２１条については昭和５９年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６０年４月１日から施行し、第３条別表１日本文学科の教育課程、同条別表２英語英米文学科の教育課程、

同条別表３児童教育学科の教育課程及び第１３条については、昭和６０年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６０年４月１日から施行し、第８条第５項及び第２１条については、昭和６０年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６１年４月１日から施行し、昭和６１年度入学者から適用する。ただし、第２１条第１項第４号の施設設

備費については、昭和６０年度以前の入学者についても適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６２年４月１日から施行し、昭和６２年度入学者から適用する。ただし、第２１条第１項第４号の施設設



 

 

備費については、昭和６１年度以前の入学者についても適用する。 

附 則 

 この改正学則は、昭和６３年４月１日から施行し、第２１条については、昭和６３年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６４年４月１日から施行し、昭和６４年度入学者から適用する。ただし、第２１条第１項第４号の施設設

備費については、昭和６３年度以前の入学者についても適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成元年４月１日から施行する。ただし、第２１条第４項の規定は施行日前の休学者から適用する。 

２ （別表２）教育課程・英語英米文学科の表中、一般教育科目・外国語科目・保健体育科目・専門教育科目Ⅰ及び専門教育科目

Ⅱに係る（別表２－２）教育課程・英語英米文学科の表は、平成元年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、平成元年１０月２４日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、平成元年１２月１日から施行し、平成２年度入学者から適用する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成２年４月１日から施行する。 

２ （別表１－２）、（別表２－３）及び（別表３－２）の表は、平成２年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成２年１２月１日から施行し、平成３年度入学者から適用する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成３年４月１日から施行する。 

２ （別表２－４）及び（別表３－３）の表は平成３年度入学者から適用する。 

３ 第１３条の規定にかかわらず平成３年度から平成１１年度までの間の入学定員は、次のとおりとする。 

  区  分  入学定員 

 日本文学科  １７０名 

 英語英米文学科  １７０名 

 児童教育学科   ９０名 

   計    ４３０名 

   附 則 

１ この改正学則は、平成３年１１月１日から施行する。 

２ 改正後の第２１条第１項第３号については、平成４年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成４年２月６日から施行する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ （別表１－３）、（別表２－５）及び（別表３－４）の表は、平成３年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成４年１０月２６日から施行し、平成５年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成６年４月１日から施行し、平成６年度入学者から適用する。ただし、第２１条第１項第４号の施設設備費

については、平成５年度以前の入学者にも適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２１条第１項第１号及び第３号については、平成７年度入学者から適用する。  



 

 

   附 則 

 この改正学則は、平成８年４月１日から施行し、平成８年度入学者から適用する。ただし、第２１条第１項第４号の施設設備費

については、平成７年度以前の入学者にも適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２１条第１項第３号については、平成９年度入学者から適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２１条第１項第３号については、平成１０年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１１年４月１日から施行する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成１２年度から平成１６年度までの間の入学定員は、次のとおりとする。  

  区  分  入学定員                                                                       

 日本文学科  １５０名 

 英語英米文学科  １３５名 

 児童教育学科   ９０名 

 人間科学科  １２０名 

   計    ４９５名 

附 則 

１ この改正学則は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成１３年度から平成１６年度までの間の英語英米文学科の入学定員は、次のとおりとする。 

  学   科  入学定員                     

英語英米文学科  １３５名 

附 則 

１ この改正学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、日本文学科の編入学定員については、平成１６年度編入学生から適用する。 

   附 則 

この改正学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成１６年度から平成１８年度までの間の文学部人間科学科の収容定員は、次のとおりとする。 

区     分 
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

  文学部 人間科学科    ― 名  ３４０名    ― 名  ２２０名    ― 名  １００名 

３ 文学部人間科学科は、第２条の規定にかかわらず、平成１６年３月３１日に当該学科に在学する者が在学しなくなるまでの間、

存続するものとする。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第８条第１項の規定は、各学部履修規程に定める年度の入学生か

ら適用する。 

   附 則 



 

 

 この改正学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成２２年１０月１日から施行し、平成２３年度に転学部等をする者から適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成２３年度から平成２５年度までの間の文学部日本文学科書道文化専攻、文学部書道学科、

文学部英語英米文学科及び家政学部生活デザイン学科の収容定員は、次のとおりとする。 

区     分 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学定

員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

文学部 日本文学科 

書道文化専攻 
― 名 １名 ９２名 ― 名 １名 ６２名 ― 名 ― 名 ３１名

文学部 書道学科 ３０名 ― 名 ３０名 ３０名 ― 名 ６０名 ３０名 １名 ９１名

文学部  

英語英米文学科 
１１０名 ２名 ４７４名 １１０名 ２名 ４６４名 １１０名 ２名 ４５４名

家政学部 

生活デザイン学科 
１００名 ２名 ３６４名 １００名 ２名 ３８４名 １００名 ２名 ３９４名

   附 則 

 この改正学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、平成２４年度から平成２６年度までの間の文学部の児童教育学科及び心理学科、教育学部児童

教育学科、心理学部心理学科、現代ビジネス学部現代ビジネス学科及び家政学部生活デザイン学科の収容定員並びに平成２４年

度から平成２８年度までの間の薬学部薬学科の収容定員は、次の表のとおりとする。 

区     分 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学定

員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

文学部  

児童教育学科 
― 名 １０名 ３５０名 ― 名 １０名 ２４０名 ― 名 ― 名 １２０名

文学部 心理学科 ― 名  ２名 ２７４名 ― 名  ２名 １８４名 ― 名 ― 名 ９２名

教育学部  

児童教育学科 
１１０名 ― 名 １１０名 １１０名 ― 名 ２２０名 １１０名 １０名 ３４０名

心理学部 心理学科 ９０名 ― 名 ９０名 ９０名 ― 名 １８０名 ９０名  ２名 ２７２名

現代ビジネス学部 

現代ビジネス学科 
１２０名  ２名 ４５４名 １２０名  ２名 ４６４名 １２０名  ２名 ４７４名

家政学部 

生活デザイン学科 
１０５名  ２名 ３８９名 １０５名  ２名 ４０４名 １０５名  ２名 ４１９名

薬学部 薬学科 １２０名 ― 名 ７７０名 １２０名 ― 名 ７６０名 １２０名 ― 名 ７５０名

 



 

 

区     分 

平成２７年度 平成２８年度 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学定

員 

収容 

定員 

薬学部 薬学科 １２０名 ― 名 ７４０名 １２０名 ― 名 ７３０名

 

３ 文学部の児童教育学科及び心理学科は、この規程による改正後の第２条の規定にかかわらず，平成２４年３月３１日に当該学

科に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 
   附 則 

 この改正学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 第１３条の規定にかかわらず、家政学部管理栄養学科の平成２５年度から平成２７年度までの間の収容定員は、次の表のとお

りとする。 

区     分 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学定

員 

収容 

定員 

入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

家政学部 

管理栄養学科 
120名 ― 360名 120名 ― 400名 120名 ― 440名 

附 則 

１ この改正学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第１３条の規定にかかわらず、看護

学部看護学科及び全学部に係る平成２６年度から平成２８年度までの間の収容定員については、次の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

３ 新学則別表第１の規定は、平成２６年度入学生から適用し、平成２５年度以前の入学生については、各学部が定めるところ

による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第８条第２項及び第８条の２第

２項の規定は、平成２７年度入学生から適用し、平成２６年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 現代ビジネス学部国際観光ビジネス学科及び全学部に係る平成２７年度から平成２９年度までの間の収容定員については、新

学則第１３条の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

４ 新学則別表第１の規定は、平成２７年度入学生から適用し、平成２６年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２７年１１月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則の規定は、平成２８年度編入学から適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第８条の２第２項の規定は、平成

２８年度入学生から適用し、平成２７年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

区     分 
平成26年度 平成27年度 平成28年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

看護学部看護学科 120名 240名 360名 

計 3,915名 4,080名 4,230名 

区   分 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

現代ビジネス学部国際観光ビジネス学科 60名 120名 181名 

計 4,140名 4,350名 4,521名 



 

 

３ 教育学部児童教育学科、家政学部造形デザイン学科及び全学部に係る平成２８年度から平成３０年度までの間の収容定員につ

いては、新学則第１３条の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

４ 

新

学則別表第１の規定は、平成２８年度入学生から適用し、平成２７年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第８条第２項の規定は、平成２７年度入学生から適用

し、平成２６年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 新学則別表第１の規定は、平成２９年度入学生から適用し、平成２８年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

４ 現代ビジネス学部国際観光ビジネス学科の教育課程については、前項の規定にかかわらず、平成２７年度入学生から適用する。 

５ 薬学部薬学科の教育課程については、第３項の規定にかかわらず、平成２７年度入学生から適用し、平成２６年度以前の入学生に

ついては、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 心理学部心理学科は、この改正学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第２条第１項の規定にかかわ

らず，平成３０年３月３１日に当該学科に在学する者が在学しなくなるまでの間、存続するものとする。この場合において、同

学科に在学する学生に係る教育課程、履修方法その他修学に関する事項については、なお従前の例による。 

３ 平成３０年度から同３２年度までの間の心理学部の心理学科、現代心理学科及びビジネス心理学科に係る収容定員は、新学則

第１３条の規定にかかわらず、次の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 
４ 新学則第２１条及び別表第２の規定中「施設設備費」に係る部分については、平成３０年度入学生から適用し、平成２９年度

以前の入学生については、なお従前の例による。 

５ 新学則別表第１の規定は、平成３０年度入学生から適用し、平成２９年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子大学学則別表第１の規定は、平成３１年度入学生から適用し、平成３０年度以前

の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０１９年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第１３条の規定にかかわらず、２０１９年度から２０２

１年度までの間の現代ビジネス学部国際観光ビジネス学科、家政学部生活デザイン学科に係る収容定員については、次の表のと

おりとする。 

区    分 
平成28年度 平成29年度 平成30年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

教育学部児童教育学科 500名 540名 580名 

家政学部造形デザイン学科 80名 160名 240名 

計 4,470名 4,761名 4,942名 

区    分 
平成30年度 平成31年度 平成32年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

心理学部 心理学科 ２７４名 １８４名 ９２名 

現代心理学科 ６０名 １２０名 １８１名 

ビジネス心理学科 ６０名 １２０名 １８１名 

合      計 ４,９７２名 ５,１２２名 ５,１５２名 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新学則別表第１の規定は、２０１９年度入学生から適用し、平成３０年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２０年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第８条の２第２項の規定は、２０２０年度入学生から適

用し、２０１９年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 新学則第１３条の規定にかかわらず、２０２０年度から２０２２年度までの間の現代ビジネス学部現代ビジネス学科及び、公

共経営学科並びに２０２０年度から２０２４年度までの間の薬学部薬学科に係る収容定員については、次の表のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 新学則別表第１の規定は、２０２０年度入学生から適用し、２０１９年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２１年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第８条の２第２項の規定は、２０２１年度入学生から適用

し、２０２０年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 新学則別表第１の規定は、２０２１年度入学生から適用し、２０２０年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則別表第１の規定は、２０２２年度入学生から適用し、２０２１年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則（以下「新学則」という。）第１３条の規定にかかわらず、２０２２年度の教育学部

児童教育学科、心理学部現代心理学科、家政学部生活デザイン学科及び造形デザイン学科、薬学部薬学科に係る収容定員並びに

２０２３年度から２０２４年度までの間の心理学部現代心理学科、家政学部生活デザイン学科及び造形デザイン学科、薬学部薬

学科に係る収容定員については、次の表のとおりとする。 

区   分 
2019年度 2020年度 2021年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

現代ビジネス学部 国際観光ビジネス学科 ２７２名 ３０２名 ３３２名 

家政学部 生活デザイン学科 ４４９名 ４７４名 ４９９名 

計 ５，１７７名 ５，２６２名 ５，３４７名 

区   分 
2020年度 2021年度 2022年度 

収容定員 収容定員 収容定員 

現代ビジネス学部 現代ビジネス学科 ４５４名 ４２４名 ３９３名 

公共経営学科 ６０名 １２０名 １８１名 

薬学部 薬学科 ７００名 ６８０名 ６６０名 

計 ５，２７２名 ５，３６７名 ５，４３２名

区   分 
2023年度 2024年度 

収容定員 収容定員 

薬学部 薬学科 ６４０名 ６２０名 

計 ５，４４２名 ５，４２２名



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新学則別表第１の規定は、２０２２年度入学生から適用し、２０２１年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則別表第１の規定は、２０２３年度入学生から適用し、２０２２年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子大学学則別表第１の規定は、２０２３年度入学生から適用し、２０２２年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

 

区   分 
2022年度 

収容定員 

教育学部 児童教育学科 ６１３名 

心理学部 現代心理学科 ２７２名 

家政学部 生活デザイン学科 ５５４名 

 造形デザイン学科 ３１５名 

薬学部 薬学科 ６６４名 

計 ５，４８４名

区   分 
2023年度 2024年度 

収容定員 収容定員 

心理学部 現代心理学科 ３０２名 ３３２名 

家政学部 生活デザイン学科 ５８４名 ６１４名 

 造形デザイン学科 ３１０名 ３０５名 

薬学部 薬学科 ６４８名 ６３２名 

計 ５，５４６名 ５，５８５名


